
（別表１） 

事業継続力強化支援計画 

事業継続力強化支援事業の目標 

Ⅰ 現状 

（１） 地域の災害リスク 

（洪水災害：宮若市防災マップ） 

当市のハザードマップ（１１エリア）による調査では、エリア③・④・⑥・⑦の

地域において、浸水予想エリアが広く、0.5Ｍ～10Ｍ未満の想定される個所もある。 

エリア③・⑥は、宮若市役所若宮総合支所、宮田消防署若宮出張所、小中一貫校、

商店街、商工会が存在し、旧若宮町の中心地。エリア④・⑦は、宮若市役所本庁、

遠賀川河川事務所宮田出張所、宮田消防署、宮若警部交番、図書館等の公共施設、

商業施設など、この二つのエリアに 多

種で高度の都市機能が集積し、住宅地で

もあり事前の避難準備や最悪の場合は、

垂直避難を視野に入れた対策が必要で

あると想定される。 

（右図：宮若市防災マップより） 

 

 

 

（土砂災害：福岡県土砂災害警戒区域等マップ） 

当市は、過去に山間地域において

土砂災害が発生。また、河川の越水

や水流負荷による河川壁面の削れ

等の災害も発生し、市民への避難指

示を行ったことがある。 

山間地にある田畑や林業関連の

他、集落も点在し、土砂災害や土石

流の危険性が懸念される。また、土

砂災害の場合、特に山間地では道路

寸断が懸念され、孤立の危険性が最

も高い。             （上図：福岡県土砂災害警戒区域等マップより） 

 

 

マップ上における小規模事業者数(分布図) 

(マップ番号：小規模事業者数) 

① ：44       ⑥：327     ⑪：4 

② ：33       ⑦：682 

③ ：113      ⑧：14 

④ ：108      ⑨：23 

⑤ ：12       ⑩：2 



 

（地震：Ｊ－ＳＨＩＳ） 

当市は、福岡西方沖地震の際、最大震度５弱を記録した。 

下記図では、西山断層に予想震度を重ねると５弱から５強が生じると予想される。 

地震ハザードステーションによると、西山断層から生じる震源地予測から、マグ

ニチュード７クラスの発生確率は 50 年発生確率で 1.34％である。 

 

５弱                     

５強 

     

     

 

 

 

  

 

（２）商工業者の状況 

（令和元年９月末現在） 

●商工業者等数    １，４６０人 （宮田地区 １，０６６ 若宮地区 ３９４） 

●小規模事業者数  １，３６２人 （宮田地区 １，０３３ 若宮地区 ３２９） 

【内訳】 

（３）これまでの取組 

 １）当市の取組 

   ・宮若市地域防災計画の策定及び、防災マップの作成 

   ・防災備品の備蓄 

   ・防災行政無線の設置 

   ・自主防災組織の設置に向けた取り組みと同組織等による防災訓練 

   ・水防計画、配備体制の毎年の見直し 

   ・各種団体や法人との防災協定の締結 

 

業 種 商工業者 
小規模事 

業 者 数 
備 考 

商工 

業者 

建設業 ３３１ ３２５ 市内に広く分散 

製造業 
１３３ １０４ 大手企業は比較的高速インター付

近、その他は市内に分散 

卸売業 ２１ １５ 市内に広く分散 

小売業 ３１３ ３０４ 旧行政区の中心地に 2 か所に集中 

飲食 宿泊 
１１０ １０６ 小売業と同様、宿泊は脇田温泉地

区に集中 

サ－ビス業 ３２６ ３０７ 市内に広く分散 

その他 ２２６ ２０１ 市内に広く分散 

 



２）当会・当所の取り組み 

   若宮商工会 

・福岡県火災共済協同組合と連携した店舗型損害保険の推進 

・歳末安全・安心住民大会への参加及び理事会等による会員事業者への啓蒙 

   宮若商工会議所 

  ・福岡県火災共済協同組合と連携した店舗型損害保険の推進 

   ・歳末安全・安心住民大会への参加及び理事会等による会員事業者への啓蒙 

Ⅱ 課題 

現状では、緊急時にエリアメール、防災無線（Ｊアラ－ト）、ダム放水（サイレン）、

による住民への周知を準備している。しかし、災害時における当会・当所、当市と

の緊急連絡網や具体的な対策マニュアルは十分には整備されていない。 

 

Ⅲ 目標 

1 地区内小規模事業者に対し災害リスクを認識させ、事前対策の必要性を周知す

る。 

2 発災時における連絡体制及び情報収集体制を円滑に行うため当会、当所、当市間

における定期的な連絡会議を行う協議会の設置。 

3 市内点在事業者の安否確認、事業所（被災）状況、道路通行状況等、情報収集策

の構築。 

 

事業継続力強化支援事業の内容及び実施期間 

 

（１）事業継続力強化支援事業の実施期間（令和２年４月１日～令和７年３月３１日） 

 

（２）事業継続力強化支援事業の内容 

    当会、当所及び当市の役割分担及び体制を整理し、連携して事業を実施する。 

 

<１．事前の対策> 

１） 小規模事業者に対する災害リスクの周知 

・巡回指導時に、宮若市防災マップ等を用いながら、事業所立地場所の自然災害等 

のリスク及びその影響を軽減するための取組みや対策（事業休業への備え、水災 

補償等の損害保険・共済加入等）について説明する。 

・会報誌や市広報、ホームページ等において国の施策の紹介やリスク対策の必要性、 

損害保険の概要、事業者ＢＣＰに積極的に取組む小規模事業者の紹介等を行う。 

・事業者ＢＣＰの策定による実効性のある取組の推進や効果的な訓練について指導 

助言を行なう。 

  ・事業継続の取組みに関する専門家を招き、小規模事業者に対する普及啓発セミナ 

ーや行政の施策の紹介、損害保険の紹介等を実施する。 

 

２）商工会、商工会議所自身の事業継続計画の作成 

    令和２年度までに作成 

 

  ３）関係団体等との連携 



・当会と当所が会員支援において連携している、福岡県火災共済共同組合やあい

おいニッセイ同和損保等と連携し、普及啓発セミナーや損害保険の紹介等を実

施する。 

・関係機関への普及啓発ポスター掲示依頼、セミナー等の共催。 

 

  ４）フォローアップ 

・当会・当所が行う巡回時に、小規模事業者の事業者ＢＣＰ計画実施状況につい

て調査する。同時に取り組み状況についてのアンケート調査を令和 2 年度から 2

ヵ年で実施する。 

・宮若市事業継続力強化支援協議会（構成員：当会、当所、当市）を設置し、状

況確認や改善点等について協議する。 

・アンケート調査結果に基づき、ＢＣＰ計画の策定状況を把握。未実施の事業所  

へ策定支援を推進する。 

 

   ５）当該計画に係る訓練の実施 

・当会と当所は、災害発生時に互いに連絡・情報交換手段を決め、災害発生連絡

網を構築し、平常時に通信手段の確認及び定期的に連絡担当者の確認を行う。 

 

<２．発災後の対策> 

・自然災害等の発生時には、人命の安否確認を行うと同時に、最優先に人命救助

に努める。その後下記手順で地区内の被害状況を把握し、関係機関へ連絡する。 

  １）応急対策実施可否の確認 

・発災後１時間以内に全職員の安否報告を行う。 

（ＳＮＳ等を利用した安否確認や業務従事の可否、大まかな被害状況（家屋被害

や道路状況等）等を当会と当所、当市で共有する。） 

 

  ２）応急対策の方針決定 

・当会と当所及び当市は、被害状況や被災規模に応じた応急対策の方針を定める。 

（豪雨における例）・・・夜間・休日・勤務外 

・携帯電話へのエリアメール、テレビ、ラジオ、インターネットと併せ、降雨状

況や周辺の浸水状況により、まず自身の安全確保を行う。 

・出勤する場合は、事務局長、専務理事、上位職に予め指示を仰ぎ、十分な安全

を確保した上で出勤する。 

 

（豪雨おける例）・・・勤務中・出張中 

・外出者には、直ちに安否と状況を確認する。研修会や会議等の場合、その主催

者による安全確保の指示に従う。その他の外出職員についても、安全を確保し

ながら速やかに帰所を促すが、帰所への道路状況や降雨状況、水没の懸念が極

めて高い状況と本人が判断した場合、身を守ることを第一に安全確保を優先す

る。 

・勤務中は、外出者の安否確認を優先に、自身の安全確保に努める。外部への避 

難の場合は、避難経路の安全確保と手段を共有し、上位責任者の指示により避

難する。万が一、避難が困難な時は、本館上層階への垂直避難を行う。 



 

（例：被害規模の目安は以下を想定） 

大規模な被害がある 

・地区内１０％程度の事業所で「瓦が飛ぶ」、「窓ガラスが割れる」等、比較的軽微

な被害が発生している。 

・地区内１％程度の事業所で、「床上浸水」、「建物の全壊・半壊」等、大きな被害が

発生している。 

・被害が見込まれる地域において連絡が取れない、もしくは、交通網が遮断されて

おり、確認ができない。 

被害がある 

・地区内１％程度の事業所で、「瓦が飛ぶ」、「窓ガラスが割れる」等、比較的軽微な

被害が発生している。 

・地区内 0.1％程度の事業所で、「床上浸水」、「建物の全壊・半壊」等、大きな被害

が発生している。 

ほぼ被害はない ・目立った被害の情報がない。 

    ※なお、連絡が取れない区域については、大規模な被害が生じているものと考 

える。 

・本計画により、当会と当所及び当市は以下の間隔で被害情報等を共有する。 

        

 

 

 

 

 

 

<３．発災時における連絡体制> 

・自然災害等発生時に、地区内の小規模事業者の被害情報の迅速な報告を円滑に 

行うことができる仕組みを構築する。 

・二次被害を防止するため、被災地域での活動内容について定める。 

・当会と当所、当市は、被害状況の確認方法や被害額（合計、建物、設備、商品

等）の算定方法について、あらかじめ確認しておく。 

・当会、当所及び当市が共有した情報を、下記の県が指定する方法にて県の商工

担当部署へ報告する。 

・当会及び当所は、原則商工会災害対応システムに被害状況を入力することで、 

当市の商工担当部署へ情報共有し、県の商工担当部署へ報告する。 

・商工会災害対応システムが利用できない場合は、メールまたは FAX 等により情

報共有又は報告を行う。 

・報告時間について、当会は原則、発災翌日の１２：００と１５：００、２日目

の１２：００、３日目の１２：００とし、発災時、県から指示があった場合は

その指示によるものとする。当市は県からの指示により報告する。 

 
① システム利用可能時 

報告日 定 期 報 告  

発災後～１週間 １日/２回  １２：００ ・ １５：００ 

１週間～２週間 １日/１回     １２：００ 

２週間～３週間 １日/１回     １２：００ 

３週間～１カ月 １日/１回     １２：００ 



   

 

 

② システム不具合発生時 

・下記の流れで情報共有又は報告を行う。 

   

 

 

 



・また、当会は被害状況を９．様式集に規定する様式Ⅰに記載し、県の商工担当部署へ報告する。 

  

 

 ＜４．応急対策時の地区内小規模事業者に対する支援＞ 

・相談窓口の開設方法について、当市と相談する（当会及び当所は、国の依頼を受けた

場合は、特別相談窓口を設置する）。 

・安全性が確認された場所において、相談窓口を設置する。 

・地区内小規模事業者等の被害状況の詳細を確認する。 

・応急時に有効な被災事業者施策（国や都道府県、市町村等の施策）について、地区内

小規模事業者等へ周知する。 

 

＜５．地区内小規模事業者に対する復興支援＞ 

・県の方針に従って、復旧・復興支援の方針を決め、被災小規模事業者に対し支援を行

う。 

・被害規模が大きく、被災地の職員だけでは対応が困難な場合には、他の地域からの

応援派遣等を県等に相談する。 

 

※その他 

・上記内容に変更が生じた場合は、速やかに県へ報告する。 

  

 



（別表２） 

 事業継続力強化支援事業の実施体制 

事業継続力強化支援事業の実施体制 

（令和２年６月現在） 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の事業継続力強化支援事業実施に係る体制／関係市町村の事

業継続力強化支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営

指導員の関与体制 等） 

    

 
 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第５条第５項に規定する経営指

導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①当該経営指導員の氏名、連絡先 

若宮商工会   経営指導員 山口康子 

宮若商工会議所 経営指導員 竜口浩一郎 

       （連絡先は後述（３）①参照） 

 

②当該経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

※以下に関する必要な情報の提供及び助言等を行う。 

・本計画の具体的な取組の企画や実行 

・本計画に基づく進捗確認、見直し等フォローアップ（１年に１回以上） 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会／商工会議所 

  ・若宮商工会 総務振興課 

    〒８２２‐０１０１ 福岡県宮若市福丸２５０－１ 

    ＴＥＬ ０９４９‐５２‐０６４０ / ＦＡＸ ０９４９‐５２‐１７６５ 

     Ｅメール wakamiya@shokokai.ne.jp 



 

  ・宮若商工会議所 振興課 

     〒８２３‐００１１ 福岡県宮若市宮田３６７３－３ 

    ＴＥＬ ０９４９‐３２‐１２００ / ＦＡＸ ０９４９‐３２‐１２０５ 

     Ｅメール miyawaka@kaigisho.com 

 

②関係市町村 

     ・宮若市役所 産業観光課 商工振興係 

      〒８２３－００１１ 福岡県宮若市宮田２９－１ 

    ＴＥＬ ０９４９‐３２‐０５１９ / ＦＡＸ ０９４９‐３２‐９４３０ 

     Ｅメール syoukou@city.miyawaka.lg.jp 

 

※その他 

  ・上記内容に変更が生じた場合は、速やかに県に報告する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別表３） 

 事業継続力強化支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

必要な資金の額 ６６０ ６６０ ５１０ ５１０ ５１０ 

 

・調査費（アンケート） １５０ １５０ ０ ０ ０ 

・専門家謝金 ５００ ５００ ５００ ５００ ５００ 

（セミナー開催費）      

・協議会運営費 １０ １０ １０ １０ １０ 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

 

会費収入、宮若市補助金、福岡県補助金、若宮商工会および宮若商工会議所事業収入 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別表４） 

事業継続力強化支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携し

て事業継続力強化支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

・福岡県火災共済協同組合 

 〒812-0046 

  福岡県福岡市博多区吉塚本町 9-15 福岡県中小企業振興センター 8 階 

  理事長：城戸 津紀雄 

  電話番号：092-622-8071 

・あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 福岡支店 

 〒812-0018 

  福岡県福岡市博多区住吉 2-9-2 

支店長：横山 和弘 

電話番号：092-282-6634 

連携して実施する事業の内容 

①小規模事業者に対する災害リスクの周知 

 ・宮若市防災マップの活用 

 ・損害保険の見直し相談の実施 

②ＢＣＰ策定 

 ・ＢＣＰ計画の策定支援 

③「地震危険保障特約・新総合火災共済・休業対応応援共済」等に対する周知・ＰＲ 

 ・各種損害保険及び共済の市内事業者への巡回訪問同行実施 

④巡回同行募集の強化 

・商工会・商工会議所職員と連携した損害保険会社等との市内事業者への巡回訪問同行実施 

⑤リスク診断への協力 

・市内事業者の状況を踏まえ、自社リスク診断を実施する際の協力、支援 

⑥会議、セミナー、相談会での説明 

 ・会議時等での連携損害保険会社等による保険の説明を実施 

・商工会、商工会議所と連携損害保険会社等との共催による普及啓発セミナー、相談会における保 

 険商品説明の実施 

連携して事業を実施する者の役割 

①小規模事業者に対する災害リスクの周知 

 ・宮若市防災マップを活用し、地震・浸水等の災害についての資料を提供する。 

 ・損害保険見直し相談会を実施し、市内事業者の災害による不測の事態に対応できるアドバイスを

行う。 

②ＢＣＰ策定 

 ・ＢＣＰ策定により、発災時の初動・応急措置等の重要性について認識と周知を図る。 

③「地震危険保障特約・新総合火災共済・休業対応応援共済」等に対する周知・ＰＲ 

 ・各種共済保険等を市内事業者へ周知を図ることにより、一般の損害保険会社の保険商品よりも比

較的低額な共済制度が提案でき、市内事業者への損害保険加入促進の選択肢の幅を広げる。 

④巡回同行募集の強化 

 ・商工会、商工会議所職員と連携した損害保険会社等との小規模事業者への巡回同行訪問の実施に

より、個別での相談及び提案を可能とし、高い確率での損害保険等の加入及び見直しの実施を可

能にする。 



⑤リスク診断への協力 

 ・小規模事業者の現状を踏まえ、自社リスク診断を実施する際の協力及び支援を連携実施者と合同

にて実施することで、人員等が不足する商工会、商工会議所のサポート役として機能発揮が期待

できる。 

⑥ 会議、セミナー、相談会での説明 

 ・会議時等に連携損害保険会社等が保険説明を実施することにより、会員等を中心とした市内事業

者への災害リスク対策の普及と推進が期待できる。 

連携体制図等 

 

 

 

 

 


